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〔
概
要
〕

　
収
入
の
部
で
は
、
当
年
度

収
入
合
計
が
予
算
比
０
・
50

％
増
の
２
５
２
億
３
３
６
７

万
円
（
前
年
度
比
で
は
１
・

95
％
の
増
）
と
な
り
、
前
年

度
繰
越
支
払
資
金
を
加
え
た

収
入
の
部
合
計
で
は
、
予
算

比
０
・
39
％
増
の
３
２
６
億

３
６
５
８
万
円
と
な
っ
て
い

る
（
前
年
度
比
で
は
０
・
09

％
の
増
）
。

　
支
出
の
部
で
は
、
当
年
度

支
出
合
計
が
予
算
比
０
・
38

％
増
の
２
５
５
億
３
３
３
８

万
円
（
前
年
度
比
で
は
１
・

30
％
の
増
）
で
、
翌
年
度
繰

越
支
払
資
金
は
、
翌
年
度
の

収
入
と
な
る
前
受
金
収
入
を

含
み
71
億
３
２
０
万
円
と
な

っ
て
い
る
（
前
年
度
比
で
は

４
・
05
％
の
減
）
。

〔
内
容
〕

⑴ 

収
入
の
部

　
①
学
生
生
徒
等
納
付
金
収

入
は
、
予
算
比
０
・
03
％
増

の
２
０
２
億
３
０
４
万
円

（
前
年
度
比
で
は
２
・
51
％

の
増
）
。
最
終
在
籍
者
数
が

専
修
大
学
で
１
万
７
０
５
９

人
、
石
巻
専
修
大
学
で
１
３

４
８
人
と
な
り
、
全
体
で
は

１
万
８
４
０
７
人
。
最
終
在

籍
者
数
は
、
前
年
度
と
比

べ
、
全
体
で
43
人
の
増
と
な

っ
て
い
る
。

　
②
手
数
料
収
入
は
、
予
算

比
12
・
12
％
減
の
10
億
３
１

７
２
万
円
（
前
年
度
比
で
は

３
・
47
％
の
減
）。
こ
の
う

ち
、
入
学
検
定
料
収
入
は
、

予
算
比
12
・
00
％
減
の
10
億

４
１
１
万
円
（
前
年
度
比
で

は
３
・
37
％
の
減
）。
入
学

志
願
者
数
が
予
算
と
比
べ
専

修
大
学
で
７
１
０
５
人
の

減
、
石
巻
専
修
大
学
で
84
人

の
減
と
な
っ
て
い
る
。

　
③
寄
付
金
収
入
は
、
予
算

比
25
・
76
％
増
の
２
億
５
１

５
１
万
円
（
前
年
度
比
で
は

85
・
53
％
の
増
）。専
修
大
学
・

石
巻
専
修
大
学
「
社
会
知
性

（Socio-Intelligence

）

の
開
発
」
推
進
募
金
の
募
集

を
行
っ
て
い
る
。

　
④
補
助
金
収
入
は
、
予
算

比
０
・
53
％
増
の
19
億
９
３

２
２
万
円
（
前
年
度
比
で
は

７
・
56
％
の
減
）。
こ
の
う

ち
、
国
庫
補
助
金
収
入
は
、

予
算
比
０
・
54
％
増
の
19
億

７
９
６
４
万
円
（
前
年
度
比

で
は
７
・
61
％
の
減
）
で
、

経
常
費
補
助
金
の
ほ
か
、
授

業
料
等
減
免
費
交
付
金
及
び

研
究
設
備
整
備
費
等
補
助
金

を
含
ん
で
い
る
。

　
⑤
資
産
売
却
収
入
は
、
予

算
比
98
・
81
％
減
の
２
３
８

万
円
で
、
車
両
等
の
売
却
に

よ
る
。

　
⑥
付
随
事
業
・
収
益
事
業

収
入
は
、
予
算
比
７
・
05
％

減
の
６
億
３
５
６
８
万
円

（
前
年
度
比
で
は
15
・
64
％

の
増
）。
差
異
は
、
警
察
官
・

消
防
官
試
験
講
座
及
び
市
役

所
試
験
対
策
講
座
受
講
者
、

留
学
及
び
各
種
国
際
交
流
プ

ロ
グ
ラ
ム
参
加
者
、
国
際
交

流
会
館
利
用
者
、
各
セ
ミ
ナ

ー
ハ
ウ
ス
利
用
者
、
あ
ざ
み

野
専
用
通
学
バ
ス
利
用
者
、

石
巻
通
学
サ
ポ
ー
ト
バ
ス
利

用
者
の
減
等
に
よ
る
。

　
⑦
受
取
利
息
・
配
当
金
収

入
は
、
予
算
比
４
・
11
％
増

の
５
２
８
５
万
円
（
前
年
度

比
で
は
１
３
８
・
36
％
の

増
）。
こ
の
う
ち
、
そ
の
他
の

受
取
利
息
・
配
当
金
収
入
は
、

予
算
比
４
・
11
％
増
の
５
２

７
９
万
円
（
前
年
度
比
で
は

１
３
８
・
71
％
の
増
）。
差
異

は
、銀
行
預
金
利
息
等
の
増
。

　
⑧
雑
収
入
は
、予
算
比
12
・

90
％
増
の
８
億
４
９
８
１
万

円（
前
年
度
比
で
は
２
・
66
％

の
増
）。
差
異
は
、
大
学
施
設

等
の
貸
出
、
退
職
金
財
団
交

付
金
、
科
学
研
究
費
補
助
金

間
接
経
費
、
関
東
学
生
陸
上

競
技
連
盟
東
京
箱
根
間
往
復

大
学
駅
伝
競
走
補
助
金
、
陸

上
競
技
部
協
賛
金
等
の
増
。

　
⑨
借
入
金
等
収
入
は
、
予

算
ど
お
り
で
実
績
は
な
い
。

　
⑩
前
受
金
収
入
は
、
令
和

５
年
度
入
学
者
の
入
学
手
続

時
に
お
け
る
納
入
学
費
（
翌

年
度
の
学
生
生
徒
等
納
付
金

収
入
と
な
る
。）
で
、
39
億

９
９
０
３
万
円
。

　
⑪
そ
の
他
の
収
入
は
、
前

期
末
未
収
入
金
収
入
、
貸
付

金
回
収
収
入
、
敷
金
・
保
証

金
回
収
収
入
で
５
億
９
２
２

１
万
円
。
ま
た
、
資
金
収
入

調
整
勘
定
（
収
入
の
振
替
控

除
科
目
）
は
、
期
末
未
収
入

金
及
び
前
期
末
前
受
金
で
△

43
億
７
７
８
３
万
円
と
な
っ

て
い
る
。

⑵ 

支
出
の
部

　
①
人
件
費
支
出
は
、
予
算

比
０
・
36
％
増
の
１
４
４
億

５
２
９
１
万
円
（
前
年
度
比

で
は
０
・
24
％
の
増
）。
退

職
金
の
増
に
よ
る
。

　
②
教
育
研
究
経
費
支
出

は
、
予
算
比
３
・
07
％
増
の

62
億
４
３
４
９
万
円
（
前
年

度
比
で
は
９
・
99
％
の
増
）。

予
算
比
増
減
の
主
な
も
の
の

決
算
額
、
要
因
等
は
以
下
の

と
お
り
。

・
準
備
品
費
支
出
‥
３
９
１

１
万
円
（
１
２
５
８
万
円
の

減
）

　
教
員
個
人
研
究
費
、
石
巻

受
託
研
究
の
使
用
額
等
の

減
。

・
消
耗
品
費
支
出
‥
２
億
８

８
２
５
万
円
（
１
９
０
６
万

円
の
減
）

　
公
務
員
試
験
講
座
教
材

費
、
印
刷
物
の
削
減
に
よ
る

消
耗
品
、
教
員
個
人
研
究
費

及
び
研
究
助
成
費
の
使
用
額

等
の
減
。

・
図
書
資
料
費
支
出
‥
１
億

６
９
４
７
万
円
（
１
５
２
３

万
円
の
減
）

　
洋
雑
誌
出
版
減
及
び
納
品

遅
延
等
に
よ
る
減
。

・
光
熱
水
費
支
出
‥
８
億
１

８
８
７
万
円
（
２
億
８
４
４

３
万
円
の
増
）

　
電
気
及
び
ガ
ス
使
用
量
の

増
、
電
気
料
金
及
び
ガ
ス
料

金
値
上
げ
等
に
よ
る
増
。

・
奨
学
費
支
出
‥
15
億
３
３

７
１
万
円
（
１
１
２
４
万
円

の
減
）

　
家
計
急
変
奨
学
生
、
災
害

見
舞
奨
学
生
、
育
友
会
奨
学

生
等
の
減
。

・
修
繕
費
支
出
‥
１
億
３
７

２
５
万
円
（
３
１
４
０
万
円

の
増
）

　
神
田
１
号
館
窓
ガ
ラ
ス
交

換
及
び
給
水
管
漏
水
補
修
、

神
田
１
｜

３
号
館
１
階
広
場

タ
イ
ル
補
修
及
び
開
閉
屋
根

用
電
動
モ
ー
タ
ー
交
換
、
神

田
８
号
館
誘
導
灯
及
び
外
階

段
他
照
明
器
具
交
換
修
理
、

神
田
10
号
館
教
室
プ
ロ
ジ
ェ

ク
タ
ー
修
理
及
び
15
階
録
音

室
内
吸
音
材
設
置
、
生
田
校

舎
非
常
放
送
設
備
ス
ピ
ー
カ

ー
交
換
、
生
田
１
号
館
地
下

１
階
漏
水
修
理
、
生
田
２
号

館
雨
水
槽
用
排
水
ポ
ン
プ
修

理
、
生
田
４
号
館
及
び
生
田

会
館
吸
収
式
冷
温
水
発
生
機

配
管
修
理
、
生
田
５
号
館
揚

水
管
漏
水
修
理
、
生
田
９
号

館
法
面
雨
水
桝
漏
水
修
理
、

生
田
総
合
体
育
館
バ
ス
ケ
ッ

ト
ゴ
ー
ル
修
理
、
伊
勢
原
野

球
場
人
工
芝
一
部
張
替
、
伊

勢
原
体
育
寮
漏
水
修
理
、
箱

根
セ
ミ
ナ
ー
ハ
ウ
ス
暖
房
用

循
環
ポ
ン
プ
交
換
、
伊
勢
原

セ
ミ
ナ
ー
ハ
ウ
ス
ボ
イ
ラ
ー

及
び
消
防
設
備
修
理
、
石
巻

給
気
温
度
指
示
調
節
計
及
び

還
気
温
度
指
示
調
節
計
交
換

等
の
増
。

・
委
託
費
支
出
‥
15
億
７
５

６
８
万
円
（
３
８
９
０
万
円

の
減
）

　
会
計
士
講
座
等
各
種
課
外

講
座
、図
書
館
閲
覧
業
務
、受

託
研
究
委
託
業
務
、
教
学
事

務
所
管
人
材
派
遣
業
務
、
伊

勢
原
雨
天
体
育
場
建
物
耐
震

診
断
調
査
、
石
巻
通
学
支
援

バ
ス
運
行
委
託
費
等
の
減
。

・
謝
礼
費
支
出
‥
８
７
７
２

万
円（
１
３
３
８
万
円
の
減
）

　
授
業
科
目
外
部
講
師
謝

礼
、
法
律
総
合
講
座
講
師

料
、
社
会
知
性
開
発
研
究
セ

ン
タ
ー
調
査
協
力
謝
礼
、
教

育
実
習
謝
礼
、
石
巻
共
創
研

究
セ
ン
タ
ー
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

協
力
謝
礼
、
教
員
個
人
研
究

費
謝
礼
費
等
の
減
。

　
③
管
理
経
費
支
出
は
、
予

算
比
３
・
51
％
増
の
13
億
３

１
９
２
万
円
（
前
年
度
比
で

は
６
・
93
％
の
増
）。

　
予
算
比
増
減
の
主
な
も
の

の
決
算
額
、
要
因
等
は
以
下

の
と
お
り
。

・
光
熱
水
費
支
出
‥
１
億
１

８
２
７
万
円
（
３
８
６
２
万

円
の
増
）

　
電
気
及
び
ガ
ス
使
用
量
の

増
、
電
気
料
金
及
び
ガ
ス
料

金
値
上
げ
等
に
よ
る
増
。

・
修
繕
費
支
出
‥
４
７
９
７

万
円（
１
２
３
２
万
円
の
増
）

　
神
田
６
号
館
非
常
放
送
設

備
及
び
空
調
設
備
他
修
理
、

生
田
校
舎
通
学
路
防
犯
灯
交

換
、
生
田
会
館
食
堂
改
修
及

び
厨
房
機
器
修
理
、
生
田
食

堂
館
高
架
水
槽
外
装
修
理
、

生
田
第
２
体
育
寮
厨
房
間
仕

切
り
壁
等
補
修
、
伊
勢
原
体

育
寮
漏
水
修
理
、
石
巻
学
生

食
堂
洗
浄
機
修
理
等
の
増
。

・
公
租
公
課
支
出
‥
５
８
０

５
万
円
（
１
８
３
０
万
円
の

増
）

　
消
費
税
等
確
定
申
告
額
等

の
増
。

　
④
借
入
金
等
利
息
支
出

は
、
予
算
ど
お
り
で
１
５
５

６
万
円
。

　
⑤
借
入
金
等
返
済
支
出

は
、
予
算
ど
お
り
の
返
済
で

４
億
７
７
７
万
円
。

　
⑥
施
設
関
係
支
出
は
、
予

算
比
６
・
81
％
増
の
９
３
２

２
万
円（
前
年
度
比
で
は
35
・

98
％
の
減
）。

〔
主
な
施
設
等
整
備
事
項
〕

専
修
大
学

⑴
神
田
２
号
館
教
室
換
気
設

備
改
良
工
事
⑵
生
田
８
号
館

屋
上
階
段
足
元
灯
設
置
工
事

石
巻
専
修
大
学

⑴
１
号
館
実
験
室
及
び
端
末

室
空
調
機
更
新
工
事
⑵
１
号

館
養
殖
水
槽
電
気
・
給
排
水

設
備
増
設
工
事
⑶
２
号
館
実

験
室
空
調
機
更
新
工
事
⑷
５

号
館
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
室
空
調

機
更
新
工
事
⑸
体
育
館
男
女

更
衣
室
空
調
機
更
新
工
事

　
⑦
設
備
関
係
支
出
は
、
予

算
比
21
・
21
％
減
の
１
億
６

７
７
９
万
円
（
前
年
度
比
で

は
13
・
88
％
の
減
）
。

　
こ
の
う
ち
、
教
育
研
究
用

機
器
備
品
支
出
は
、
予
算
比

６
・
93
％
増
の
１
億
４
８
６

万
円
で
、
差
異
は
、
神
田
３

号
館
教
室
視
聴
覚
設
備
更

新
、
図
書
館
神
田
分
館
退
館

ゲ
ー
ト
設
置
、
受
託
研
究
費

設
備
品
購
入
等
の
増
。

　
⑧
資
産
運
用
支
出
は
、
予

算
比
７
・
69
％
減
の
24
億

円
。
第
２
号
基
本
金
引
当
特

定
資
産
繰
入
支
出
が
６
億

円
、
退
職
給
与
引
当
資
産
繰

入
支
出
が
５
０
０
０
万
円
、

法
人
基
金
準
備
資
産
繰
入
支

出
が
５
０
０
０
万
円
、
施
設

設
備
準
備
資
産
繰
入
支
出
が

17
億
円
と
な
っ
て
い
る
。

　
⑨
そ
の
他
の
支
出
は
、
貸

付
金
支
払
支
出
、
前
期
末
未

払
金
支
払
支
出
、
預
り
金
支

払
支
出
、
仮
払
金
支
払
支
出
、

前
払
金
支
払
支
出
で
15
億
７

０
５
２
万
円
。
予
備
費
の
使

用
額
は
な
い
。
ま
た
、
資
金

支
出
調
整
勘
定
（
支
出
の
振

替
控
除
科
目
）
は
、
期
末
未

払
金
及
び
前
期
末
前
払
金
で

△
11
億
４
９
８
３
万
円
。

　
貸
借
対
照
表
は
、
令
和
５

年
３
月
31
日
現
在
の
資
産
、

負
債
、
基
本
金
等
の
状
況
を

前
年
度
末
と
対
比
さ
せ
て
表

示
し
て
い
る
。

⑴ 

資
産
の
部

　
資
産
の
部
で
は
、
固
定
資

産
が
、
前
年
度
末
よ
り
４
億

２
７
９
９
万
円
増
の
１
３
０

１
億
６
６
８
７
万
円
。
こ
の

う
ち
、
有
形
固
定
資
産
が
、

建
物
、
構
築
物
、
機
械
装
置
、

教
育
研
究
用
機
器
備
品
、
管

理
用
機
器
備
品
の
減
等
に
よ

り
、
前
年
度
末
よ
り
19
億
７

１
９
４
万
円
減
の
９
６
５
億

７
１
９
２
万
円
。
特
定
資
産

は
、
第
２
号
基
本
金
引
当
特

定
資
産
６
億
円
、
施
設
設
備

準
備
資
産
17
億
円
の
増
等
に

よ
り
、
前
年
度
末
よ
り
24
億

円
増
の
３
３
０
億
５
４
６
８

万
円
。
そ
の
他
の
固
定
資
産

は
、
教
職
員
貸
付
金
、
敷
金
・

保
証
金
の
減
に
よ
り
、
前
年

度
末
よ
り
６
万
円
減
の
５
億

４
０
２
６
万
円
。
流
動
資
産

は
、
現
金
預
金
の
減
等
で
、

前
年
度
末
よ
り
２
億
６
２
２

６
万
円
減
の
79
億
６
７
３
０

万
円
。

　
資
産
の
部
合
計
は
、
前
年

度
末
よ
り
１
億
６
５
７
３
万

円
増
の
１
３
８
１
億
３
４
１

８
万
円
と
な
っ
て
い
る
。

⑵ 

負
債
の
部

　
負
債
の
部
で
は
、
固
定
負

債
が
長
期
借
入
金
、
長
期
未

払
金
の
減
等
で
前
年
度
末
よ

り
４
億
８
３
４
１
万
円
減
の

１
２
８
億
２
２
２
５
万
円
。

流
動
負
債
は
、
短
期
未
払

金
、
前
受
金
の
増
等
で
前
年

度
末
よ
り
91
万
円
増
の
69
億

６
３
２
２
万
円
。

　
負
債
の
部
合
計
は
、
前
年

度
末
よ
り
４
億
８
２
５
０
万

円
減
の
１
９
７
億
８
５
４
７

万
円
と
な
っ
て
い
る
。

⑶ 

純
資
産
の
部

　
純
資
産
の
部
で
は
、
基
本

金
が
前
年
度
末
よ
り
１
億
９

０
９
１
万
円
増
の
１
６
３
４

億
３
１
３
万
円
。
こ
の
う

ち
、
第
１
号
基
本
金
が
前
年

度
末
よ
り
４
億
９
０
９
万
円

減
の
１
５
７
３
億
３
４
４
４

万
円
。
第
２
号
基
本
金
は
、

前
年
度
末
よ
り
６
億
円
増
の

16
億
円
。
第
３
号
基
本
金

は
、
27
億
５
４
６
８
万
円
。

第
４
号
基
本
金
は
、
前
年
度

末
よ
り
増
減
が
な
く
17
億
１

４
０
０
万
円
。
繰
越
収
支
差

額
は
、
翌
年
度
繰
越
収
支
差

額
が
事
業
活
動
収
支
計
算
書

の
同
科
目
と
同
一
の
４
５
０

億
５
４
４
２
万
円
の
支
出
超

過
。

　
純
資
産
の
部
合
計
は
、
前

年
度
末
よ
り
６
億
４
８
２
３

万
円
増
の
１
１
８
３
億
４
８

７
１
万
円
と
な
っ
て
い
る
。

〔
概
要
〕

　
事
業
活
動
収
支
計
算
書
で

は
、
事
業
活
動
収
入
計
（
学

校
法
人
の
負
債
と
な
ら
な
い

収
入
）
が
予
算
比
０
・
20
％

減
の
２
５
１
億
４
１
５
１
万

円
（
前
年
度
と
の
比
較
で
は

５
億
６
２
５
５
万
円
の
増
）
。

事
業
活
動
支
出
計
は
、
予
算

比
０
・
56
％
増
の
２
４
４
億

９
３
２
８
万
円
（
前
年
度
と

の
比
較
で
は
３
億
２
４
０
８

万
円
の
増
）
と
な
り
、
基
本

金
組
入
前
当
年
度
収
支
差
額

は
、
６
億
４
８
２
３
万
円
と

な
っ
て
い
る
。
基
本
金
組
入

額
合
計
は
、
△
６
億
円
と
な

り
、
基
本
金
組
入
前
当
年
度

収
支
差
額
と
基
本
金
組
入
額

合
計
を
合
わ
せ
た
当
年
度
収

支
差
額
は
、
予
算
に
比
べ
収

入
超
過
の
額
が
79
・
35
％
減

の
４
８
２
３
万
円
と
な
っ
て

い
る
。
ま
た
、
前
年
度
繰
越

収
支
差
額
（
△
４
５
５
億
１

１
７
４
万
円
）
と
基
本
金
取

崩
額
（
４
億
９
０
９
万
円
）

を
加
え
た
翌
年
度
繰
越
収
支

差
額
は
、
予
算
に
比
べ
支
出

超
過
の
額
が
０
・
04
％
減
の

４
５
０
億
５
４
４
２
万
円
と

な
っ
て
い
る
。

基
本
金
組
入
額
合
計
の
内
訳

第
２
号
基
本
金
　
６
億
円
の

組
入
（
将
来
取
得
す
る
固
定

資
産
の
取
得
に
充
て
る
預
金

等
の
資
産
の
組
入
額
）

第
３
号
基
本
金
　
４
千
円
の

組
入
（
奨
学
基
金
等
の
組
入

額
）

基
本
金
取
崩
額
の
内
訳

第
１
号
基
本
金
　
４
億
９
０

９
万
円
の
取
崩
（
除
却
し
た

機
器
備
品
等
の
取
崩
額
）

〔
内
容
〕

※
事
業
活
動
区
分
ご
と
に
、

前
記
の
資
金
収
支
計
算
書
と

共
通
の
科
目
を
除
く
事
業
活

動
収
支
計
算
書
特
有
の
も
の

に
つ
い
て
説
明
。

⑴ 

経
常
収
支

　
①
教
育
活
動
収
支

　
教
育
活
動
収
入
計
は
、
予

算
比
０
・
05
％
減
の
２
４
９

億
５
６
５
８
万
円
（
前
年
度

比
で
は
２
・
13
％
の
増
）
。

教
育
活
動
支
出
計
は
、
予
算

比
１
・
13
％
増
の
２
４
４
億

２
５
５
９
万
円
（
前
年
度
比

で
は
１
・
33
％
の
増
）
と
な

り
、
教
育
活
動
収
支
差
額

は
、
５
億
３
０
９
９
万
円

（
前
年
度
比
で
は
60
・
32
％

の
増
）
と
な
っ
て
い
る
。

（
事
業
活
動
収
入
の
部
）

・
寄
付
金
は
、
施
設
設
備
寄

付
金
を
除
い
た
も
の
で
、
予

算
比
37
・
07
％
増
の
２
億
４

６
７
２
万
円
（
前
年
度
比
で

は
97
・
65
％
の
増
）。
専
修
大

学
・
石
巻
専
修
大
学「
社
会
知

性
（Socio-Intelligence

）

の
開
発
」
推
進
募
金
。

・
経
常
費
等
補
助
金
は
、
施

設
設
備
補
助
金
を
含
ま
ず
、

予
算
比
０
・
35
％
増
の
19
億

８
９
５
９
万
円
（
前
年
度
比

で
は
７
・
73
％
の
減
）。
こ

の
う
ち
国
庫
補
助
金
に
は
、

経
常
費
補
助
金
の
ほ
か
授
業

料
等
減
免
費
交
付
金
及
び
研

究
設
備
整
備
費
等
補
助
金
を

含
ん
で
い
る
。

（
事
業
活
動
支
出
の
部
）

・
人
件
費
は
、
予
算
比
０
・

26
％
増
の
１
４
５
億
４
８
０

６
万
円（
前
年
度
比
で
は
０
・

46
％
の
増
）。
退
職
給
与
引

当
金
繰
入
額
10
億
６
３
３
８

万
円
を
含
ん
で
い
る
。

・
教
育
研
究
経
費
は
、
予
算

比
２
・
34
％
増
の
83
億
３
４

２
６
万
円
（
前
年
度
比
で
は

２
・
25
％
の
増
）。
減
価
償

却
額
20
億
９
０
７
７
万
円
を

含
ん
で
い
る
。

・
管
理
経
費
は
、予
算
比
３
・

06
％
増
の
15
億
４
３
２
６
万

円（
前
年
度
比
で
は
４
・
87
％

の
増
）。減
価
償
却
額
２
億
１

１
３
３
万
円
を
含
ん
で
い
る
。

　
②
教
育
活
動
外
収
支

　
教
育
活
動
外
収
入
計
は
、

予
算
比
４
・
11
％
増
の
５
２

８
５
万
円
（
前
年
度
比
で
は

１
３
８
・
36
％
の
増
）。
教
育

活
動
外
支
出
計
は
、
１
５
５

６
万
円
で
、
教
育
活
動
外
収

支
差
額
は
、
３
７
２
８
万
円

（
前
年
度
比
で
は
６
０
０
・
09

％
の
増
）
と
な
っ
て
い
る
。

　
③
経
常
収
支
差
額

　
教
育
活
動
収
支
差
額
と
教

育
活
動
外
収
支
差
額
を
合
わ

せ
た
経
常
収
支
差
額
は
、
５

億
６
８
２
８
万
円
（
前
年
度

比
で
は
68
・
86
％
の
増
）
と

な
っ
て
い
る
。

⑵ 

特
別
収
支

　
特
別
収
入
計
は
、
予
算
比

22
・
35
％
減
の
１
億
３
２
０

７
万
円（
前
年
度
比
で
は
８
・

75
％
の
増
）。
特
別
支
出
計

は
、予
算
比
31
・
42
％
増
の
５

２
１
２
万
円
（
前
年
度
比
で

は
８
・
07
％
の
増
）
と
な
り
、

特
別
収
支
差
額
は
、
７
９
９

５
万
円
（
前
年
度
比
９
・
20

％
の
増
）
と
な
っ
て
い
る
。

（
事
業
活
動
収
入
の
部
）

・
資
産
売
却
差
額
は
、
設
備

売
却
差
額
が
１
７
２
万
円
で

内
容
は
以
下
の
と
お
り
。

　
車
両 

１
７
２
万
円

・
そ
の
他
の
特
別
収
入
の
科

目
別
の
内
訳
は
、
以
下
の
と

お
り
。

　
施
設
設
備
寄
付
金

 

４
７
９
万
円

　
受
贈
お
よ
び
編
入
図
書

 

９
４
０
４
万
円

　
そ
の
他
の
受
贈
資
産

 

２
７
８
８
万
円

　
施
設
設
備
補
助
金

 

３
６
２
万
円

（
事
業
活
動
支
出
の
部
）

・
資
産
処
分
差
額
は
、
施
設

処
分
差
額
が
予
算
比
18
・
40

％
増
の
９
９
０
万
円
、
設
備

処
分
差
額
が
予
算
比
34
・
90

％
増
の
４
２
２
１
万
円
と
な

っ
て
い
る
。
資
産
処
分
差
額

の
内
容
は
以
下
の
と
お
り
。

施
設
処
分
差
額

　
建
物
　
９
９
０
万
円
（
建

物
付
属
設
備
処
分
差
額
）

設
備
処
分
差
額

　
教
育
研
究
用
機
器
備
品

 

４
０
８
９
万
円（
２
８
４
点
）

　
管
理
用
機
器
備
品

 

41
万
円
（
８
点
）

　
車
両
　
４
万
円
（
４
点
）

　
図
書
　
86
万
円

 

（
３
２
４
冊
）

（単位：円）
資 金 収 支 計 算 書

令和4年4月1日から令和5年3月31日まで
　収　入　の　部

科　　　　目 予　　　算 決　　　算 差　　　異
学 生 生 徒 等 納 付 金 収 入 20,196,534,000 20,203,045,100 △　　 6,511,100
手 数 料 収 入 1,174,000,000 1,031,728,103 142,271,897
寄 付 金 収 入 200,000,000 251,519,267 △　　51,519,267
補 助 金 収 入 1,982,698,000 1,993,220,269 △　　10,522,269
資 産 売 却 収 入 200,000,000 2,382,000 197,618,000
付随事業・収益事業収入 683,897,000 635,687,477 48,209,523
受 取 利 息・ 配 当 金 収 入 50,768,000 52,852,433 △　　 2,084,433
雑 収 入 752,725,000 849,813,263 △　　97,088,263
借 入 金 等 収 入 0 0 0
前 受 金 収 入 3,585,267,000 3,999,039,000 △　 413,772,000
そ の 他 の 収 入 592,434,000 592,216,837 217,163

資 金 収 入 調 整 勘 定 △ 4,310,180,000 △ 4,377,833,510 67,653,510

当 年 度 収 入 合 計 25,108,143,000 25,233,670,239 △　 125,527,239
前 年 度 繰 越 支 払 資 金 7,402,910,583 7,402,910,583
収 入 の 部 合 計 32,511,053,583 32,636,580,822 △　 125,527,239

　支　出　の　部
科　　　　目 予　　　算 決　　　算 差　　　異

人 件 費 支 出 14,400,490,000 14,452,911,037 △　　52,421,037
教 育 研 究 経 費 支 出 6,057,368,000 6,243,490,902 △　 186,122,902
管 理 経 費 支 出 1,286,738,000 1,331,929,799 △　　45,191,799
借 入 金 等 利 息 支 出 15,567,000 15,566,655 345
借 入 金 等 返 済 支 出 407,770,000 407,770,000 0
施 設 関 係 支 出 87,281,000 93,221,600 △　　 5,940,600
設 備 関 係 支 出 212,968,000 167,797,103 45,170,897
資 産 運 用 支 出 2,600,020,000 2,400,004,062 200,015,938
そ の 他 の 支 出 1,314,236,000 1,570,528,625 △　 256,292,625

［ 予 　 備 　 費 ］ (　　　　0) 
150,000,000 150,000,000

資 金 支 出 調 整 勘 定 △ 1,096,028,000 △ 1,149,839,266 53,811,266
当 年 度 支 出 合 計 25,436,410,000 25,533,380,517 △　　96,970,517
翌 年 度 繰 越 支 払 資 金 7,074,643,583 7,103,200,305 △　　28,556,722
支 出 の 部 合 計 32,511,053,583 32,636,580,822 △　 125,527,239

貸
借
対
照
表

３

事
業
活
動
収
支
計
算
書

２
学校法人
専修大学

令和４年度決算概要
学校法人専修大学の令和４年度事業報告・決算は、5月25日開催の理事会・評議員会で承認され、確定した。

教
育
活
動
に
よ
る
資
金
収
支

科　　　目 金　　　額

収
　
　
入

学生生徒等納付金収入 20,203,045,100

手数料収入 1,031,728,103

特別寄付金収入 246,723,687

経常費等補助金収入 1,989,592,269

付随事業収入 635,687,477

雑収入 849,813,263

教育活動資金収入計 24,956,589,899

支
　
　
出

人件費支出 14,452,911,037

教育研究経費支出 6,243,490,902

管理経費支出 1,331,929,799

教育活動資金支出計 22,028,331,738

差引 2,928,258,161

調整勘定等 225,998,358

教育活動資金収支差額 3,154,256,519

施
設
整
備
等
活
動
に
よ
る
資
金
収
支

科　　　目 金　　　額

収 

入

施設設備寄付金収入 4,795,580

施設設備補助金収入 3,628,000

施設設備売却収入 2,382,000

施設整備等活動資金収入計 10,805,580

支
　
　
出

施設関係支出 93,221,600

設備関係支出 167,797,103

第２号基本金引当特定資産繰入支出 600,000,000

施設設備準備資産繰入支出 1,700,000,000

施設整備等活動資金支出計 2,561,018,703

差引 △　　2,550,213,123

調整勘定等 △　　　175,228,680

施設整備等活動資金収支差額 △　　2,725,441,803

小計（教育活動資金収支差額＋施設整備等活動資金収支差額） 428,814,716

そ
の
他
の
活
動
に
よ
る
資
金
収
支

科　　　目 金　　　額

収
　
　
入

貸付金回収収入 1,178,749

敷金・保証金回収収入 66,000

小計 1,244,749

受取利息・配当金収入 52,852,433

その他の活動資金収入計 54,097,182

支
　
　
出

借入金等返済支出 407,770,000

第３号基本金引当特定資産繰入支出 4,062

退職給与引当資産繰入支出 50,000,000

法人基金準備資産繰入支出 50,000,000

貸付金支払支出 1,400,000

預り金支払支出 252,324,963

仮払金支払支出 5,556,496

小計 767,055,521

借入金等利息支出 15,566,655

その他の活動資金支出計 782,622,176

差引 △　　　728,524,994

調整勘定等 0

その他の活動資金収支差額 △　　　728,524,994

支払資金の増減額（小計＋その他の活動資金収支差額） △　　　299,710,278
前年度繰越支払資金 7,402,910,583

翌年度繰越支払資金 7,103,200,305

活動区分資金収支計算書
令和4年4月1日から令和5年3月31日まで（単位：円）

教
育
活
動
収
支

事
業
活
動
収
入
の
部

科　　　　目 予　　　算 決　　　算 差　　　異
学 生 生 徒 等 納 付 金 20,196,534,000 20,203,045,100 △　　6,511,100
手 数 料  1,174,000,000 1,031,728,103 142,271,897
寄 付 金 180,000,000 246,723,687 △　 66,723,687
経 常 費 等 補 助 金 1,982,698,000 1,989,592,269 △　　6,894,269
付 随 事 業 収 入 683,897,000 635,687,477 48,209,523
雑 収 入 752,725,000 849,813,263 △　 97,088,263
教 育 活 動 収 入 計 24,969,854,000 24,956,589,899 13,264,101

事
業
活
動 

支
出
の
部

人 件 費 14,510,571,000 14,548,061,132 △　 37,490,132
教 育 研 究 経 費 8,143,848,000 8,334,269,339 △　190,421,339
管 理 経 費 1,497,479,000 1,543,263,198 △　 45,784,198
徴 収 不 能 額 等 0 0 0
教 育 活 動 支 出 計 24,151,898,000 24,425,593,669 △　273,695,669
教 育 活 動 収 支 差 額 817,956,000 530,996,230 286,959,770

教
育
活
動
外
収
支

事
業
活
動

収
入
の
部

受 取 利 息・ 配 当 金 50,768,000 52,852,433 △　　2,084,433
その他の教育活動外収入 0 0 0
教 育 活 動 外 収 入 計 50,768,000 52,852,433 △　　2,084,433

事
業
活
動

支
出
の
部

借 入 金 等 利 息 15,567,000 15,566,655 345
その他の教育活動外支出 0 0 0
教 育 活 動 外 支 出 計 15,567,000 15,566,655 345
教 育 活 動 外 収 支 差 額 35,201,000 37,285,778 △　　2,084,778

経 常 収 支 差 額 853,157,000 568,282,008 284,874,992

特
別
収
支

事
業
活
動

収
入
の
部

資 産 売 却 差 額 0 1,721,074 △　　1,721,074
そ の 他 の 特 別 収 入 170,100,000 130,355,734 39,744,266
特 別 収 入 計 170,100,000 132,076,808 38,023,192

事
業
活
動

支
出
の
部

資 産 処 分 差 額 39,660,000 52,121,310 △　 12,461,310
そ の 他 の 特 別 支 出 0 0 0
特 別 支 出 計 39,660,000 52,121,310 △　 12,461,310
特 別 収 支 差 額 130,440,000 79,955,498 50,484,502

[ 予  　 備 　  費 ] (　　　　0) 
150,000,000

150,000,000

基 本 金 組 入 前 当 年 度 収 支 差 額 833,597,000 648,237,506 185,359,494
基 本 金 組 入 額 合 計 △　　600,020,000 △　　600,004,062 △　　　 15,938
当 年 度 収 支 差 額 233,577,000 48,233,444 185,343,556
前 年 度 繰 越 収 支 差 額 △ 45,511,748,000 △ 45,511,747,804 △　　　　　196
基 本 金 取 崩 額 206,460,000 409,090,706 △　202,630,706
翌 年 度 繰 越 収 支 差 額 △ 45,071,711,000 △ 45,054,423,654 △　 17,287,346

(参考)
事 業 活 動 収 入 計 25,190,722,000 25,141,519,140 49,202,860
事 業 活 動 支 出 計 24,357,125,000 24,493,281,634 △　136,156,634

事 業 活 動 収 支 計 算 書
令和4年4月1日から令和5年3月31日まで （単位：円）

備考 １．教育活動収支の事業活動収入の部「寄付金」は施設設備寄付金を除く。
　　　 ２．教育活動収支の事業活動支出の部「人件費」には退職給与引当金繰入額を含み、
　　　 　　「教育研究経費」と「管理経費」には、それぞれ減価償却額を含む。

比 率 算　式（×100） 平成29年度
決　算

平成30年度
決　算

令和元年度
決　算

令和２年度
決　算

令和３年度
決　算

令和４年度
決　算

人 件 費
比 率

人 件 費
経 常 収 入

59.93％

（53.8％）

59.32％

（53.0％）

61.70％

（53.2％）

59.84％

（51.8％）

59.21％

（51.3％）

58.17％

人 件 費
依 存 率

人 件 費
学 生 生 徒 等 納 付 金

70.96％

（71.9％）

71.28％

（70.9％）

75.31％

（70.8％）

74.37％

（69.6％）

73.48％

（69.7％）

72.01％

教 育 研 究
経 費 比 率

教 育 研 究 経 費
経 常 収 入

29.27％

（33.3％）

28.87％

（33.4％）

32.54％

（33.5％）

33.45％

（35.2％）

33.33％

（34.3％）

33.32％

管 理 経 費
比 率

管 理 経 費
経 常 収 入

6.88％

（8.8％）

6.75％

（8.8％）

7.27％

（8.9％）

6.20％

（8.2％）

6.02％

（8.3％）

6.17％

事業活動収支
差 額 比 率

基 本 金 組 入 前
当 年 度 収 支 差 額
事 業 活 動 収 入

4.46％

（4.9％）

5.39％

（4.6％）

△1.30％

（4.7％）

0.94％

（5.2％）

1.67％

（6.4％）

2.58％

主　要　財　務　比　率

備考 １．経常収入は、教育活動収入計と教育活動外収入計の合計

　　　２．（　）内は日本私立学校振興・共済事業団調査による医歯系法人を除く大学法人平均値を示す。

貸 借 対 照 表
令和5年3月31日 （単位：円）

資　　産　　の　　部
科 目 本　年　度　末 前　年　度　末 増　　　減
固 定 資 産 130,166,876,697 129,738,882,850 427,993,847

有 形 固 定 資 産 96,571,922,096 98,543,865,311 △ 1,971,943,215
土 地 35,511,355,163 35,511,355,163 0
建 物 39,639,016,069 41,396,966,565 △ 1,757,950,496
構 築 物 1,640,376,968 1,723,799,808 △　 83,422,840
機 械 装 置 100,870,790 110,395,490 △　　9,524,700
教育研究用機器備品 1,674,044,033 1,934,929,214 △　260,885,181
管 理 用 機 器 備 品 190,849,758 205,911,651 △　 15,061,893
図 書 17,807,281,284 17,654,309,548 152,971,736
車 両 8,128,031 6,197,872 1,930,159

特 定 資 産 33,054,687,717 30,654,683,655 2,400,004,062
第２号基本金引当特定資産 1,600,000,000 1,000,000,000 600,000,000
第３号基本金引当特定資産 2,754,687,717 2,754,683,655 4,062
退職給与引当資産 4,100,000,000 4,050,000,000 50,000,000
法人基金準備資産 7,000,000,000 6,950,000,000 50,000,000
施設設備準備資産 17,600,000,000 15,900,000,000 1,700,000,000

その他の固定資産 540,266,884 540,333,884 △　　　 67,000
電 話 加 入 権 17,322,081 17,322,081 0
温 泉 利 用 権 7,000,000 7,000,000 0
有 価 証 券 513,887,015 513,887,015 0
教 職 員 貸 付 金 883,788 884,788 △　　　　1,000
敷 金・ 保 証 金 1,174,000 1,240,000 △　　　 66,000

流 動 資 産 7,967,309,648 8,229,571,830 △　262,262,182
現 金 預 金 7,103,200,305 7,402,910,583 △　299,710,278
未 収 入 金 601,695,510 590,972,088 10,723,422
仮 払 金 146,840,756 141,284,260 5,556,496
前 払 金 114,413,154 93,467,227 20,945,927
短 期 貸 付 金 1,159,923 937,672 222,251

資 産 の 部 合 計 138,134,186,345 137,968,454,680 165,731,665

負　　債　　の　　部
科 目 本　年　度　末 前　年　度　末 増　　　減
固 定 負 債 12,822,252,148 13,305,671,676 △　 483,419,528

長 期 借 入 金 3,365,470,000 3,773,240,000 △　 407,770,000
長 期 未 払 金 149,055,945 319,855,568 △　 170,799,623
退 職 給 与 引 当 金 9,307,726,203 9,212,576,108 95,150,095

流 動 負 債 6,963,221,833 6,962,308,146 913,687
短 期 借 入 金 407,770,000 407,770,000 0
短 期 未 払 金 1,230,581,387 1,200,243,737 30,337,650
前 受 金 3,999,039,000 3,776,138,000 222,901,000
預 り 金 1,325,831,446 1,578,156,409 △　 252,324,963

負 債 の 部 合 計 19,785,473,981 20,267,979,822 △　 482,505,841
純　 資　 産　 の　 部
科 目 本　年　度　末 前　年　度　末 増　　　減
基 本 金 163,403,136,018 163,212,222,662 190,913,356

第 １ 号 基 本 金 157,334,448,301 157,743,539,007 △　　409,090,706
第 ２ 号 基 本 金 1,600,000,000 1,000,000,000 600,000,000
第 ３ 号 基 本 金 2,754,687,717 2,754,683,655 4,062
第 ４ 号 基 本 金 1,714,000,000 1,714,000,000 0

繰 越 収 支 差 額 △ 45,054,423,654 △  45,511,747,804 457,324,150
翌年度繰越収支差額 △ 45,054,423,654 △  45,511,747,804 457,324,150

純 資 産 の 部 合 計 118,348,712,364 117,700,474,858 648,237,506
負債及び純資産の部合計 138,134,186,345 137,968,454,680 165,731,665

事業活動収支決算科目別構成

事業活動支出計
24,493,282千円

人件費
59.4％

教育研
究経費
34.0％

管理経費
6.3％

資産処分差額
0.2％

借入金等利息
0.1％

その他の
特別支出
0.0％

事業活動収入計
25,141,519千円

学生生徒等納付金
80.4％

手数料
4.1％

寄付金
1.0％

経常費等
補助金
7.9％

付随事業収入
2.5％

雑収入
3.4％

資産売却差額
0.0％

その他の
特別収入
0.5％

受取利息・配当金
0.2％

　
学
校
法
人
専
修
大
学
の
「
令
和
４
年
度
事
業
報

告
書
」
を
ま
と
め
ま
し
た
の
で
こ
こ
に
報
告
（
概

要
）
し
ま
す
。
２
０
２
２
年
度
は
、
２
０
２
１
年

度
よ
り
始
動
し
た
学
校
法
人
専
修
大
学
中
期
計
画

の
２
年
目
と
し
て
策
定
さ
れ
た
「
令
和
４
年
度
事

業
計
画
」
に
基
づ
き
、
事
業
を
推
進
し
ま
し
た
。

計
画
策
定
時
に
は
、
収
束
の
見
え
な
い
新
型
コ
ロ

ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
に
伴
う
さ
ま
ざ
ま
な
リ
ス
ク

も
視
野
に
入
れ
て
お
り
ま
し
た
が
、
専
修
大
学
及

び
石
巻
専
修
大
学
で
は
感
染
症
対
策
を
徹
底
し
た

上
で
、
対
面
授
業
を
再
開
し
ま
し
た
。
さ
ら
に
10

月
中
旬
か
ら
は
陽
性
者
数
が
減
少
傾
向
に
あ
る
こ

と
な
ど
か
ら
課
外
活
動
等
の
制
限
も
緩
和
し
ま
し

た
。

　
専
修
大
学
で
は
「
Ｓ
ｉ
デ
ー
タ
サ
イ
エ
ン
ス
教

育
プ
ロ
グ
ラ
ム
」
を
全
学
部
の
学
生
を
対
象
に
開

始
し
ま
し
た
。
こ
の
教
育
プ
ロ
グ
ラ
ム
は
、
近
年

急
速
に
進
む
ビ
ッ
グ
デ
ー
タ
や
Ａ
Ｉ
（
人
工
知

能
）
が
駆
動
す
る
情
報
化
社
会
を
生
き
抜
く
力
を

身
に
つ
け
、
社
会
の
諸
課
題
を
解
決
す
る
手
段
の

一
つ
を
養
う
こ
と
を
目
的
と
し
て
い
ま
す
。
ま

た
、
学
生
の
学
修
ス
タ
イ
ル
を
一
新
し
、
卒
業
後

の
キ
ャ
リ
ア
形
成
を
視
野
に
入
れ
た
改
革
の
フ
ァ

ー
ス
ト
ス
テ
ッ
プ
と
し
て
、
教
育
・
研
究
用
コ
ン

ピ
ュ
ー
タ
ー
シ
ス
テ
ム
を
従
来
の
ハ
ー
ド
ウ
エ
ア

中
心
の
シ
ス
テ
ム
か
ら
ク
ラ
ウ
ド
環
境
を
利
用
す

る
サ
ー
ビ
ス
に
転
換
し
ま
し
た
。

　
研
究
活
動
で
は
、「
ラ
オ
ス
国
内
に
お
け
る
簿
記

教
育
の
発
展
・
普
及
に
係
る
協
力
協
定
」
の
期
間

延
長
に
伴
っ
て
「
複
式
簿
記
普
及
事
業
推
進
研
究

セ
ン
タ
ー
」
が
再
設
置
さ
れ
ま
し
た
。
ラ
オ
ス
国

内
で
の
簿
記
セ
ミ
ナ
ー
実
施
、
検
定
模
擬
試
験
・

本
試
験
実
施
を
目
指
し
て
、
本
年
度
は
テ
キ
ス
ト

の
改
訂
や
現
地
関
係
者
と
の
打
ち
合
わ
せ
等
が
行

わ
れ
ま
し
た
。

　
学
生
の
活
躍
で
は
、
難
関
国
家
試
験
で
あ
る
国

家
公
務
員
採
用
総
合
職
試
験
、
公
認
会
計
士
試

験
、
司
法
試
験
な
ど
に
多
数
の
合
格
者
を
輩
出
し

ま
し
た
。
と
り
わ
け
国
税
専
門
官
採
用
数
で
は
、

全
国
ト
ッ
プ
レ
ベ
ル
に
な
っ
て
い
ま
す
。

　
ス
ポ
ー
ツ
で
は
、
陸
上
競
技
部
が
３
年
連
続
71

回
目
の
箱
根
駅
伝
へ
の
出
場
を
果
た
し
ま
し
た
。

さ
ら
に
野
球
部
４
年
次
の
菊
地
吏
玖
さ
ん
（
投

手
）
が
、
２
０
２
２
年
プ
ロ
野
球
ド
ラ
フ
ト
会
議

で
千
葉
ロ
ッ
テ
マ
リ
ー
ン
ズ
か
ら
１
位
指
名
を
受

け
ま
し
た
。
本
学
に
と
っ
て
ド
ラ
フ
ト
１
位
指
名

は
25
年
ぶ
り
と
な
り
ま
す
。

　
石
巻
専
修
大
学
は
、
地
域
社
会
の
知
的
基
盤
を

支
え
る
存
在
と
し
て
、
教
育
研
究
活
動
を
推
進
し

て
い
く
た
め
、
創
立
30
周
年
を
機
に
第
１
次
中
長

期
ビ
ジ
ョ
ン
を
設
定
し
ま
し
た
。
教
育
研
究
活
動

に
お
い
て
、「
社
会
の
諸
課
題
解
決
に
活
用
で
き
る

知
識
・
技
能
を
修
得
し
た
人
材
の
育
成
」
を
目
指

し
、
教
職
員
一
人
一
人
が
力
を
合
わ
せ
て
活
動
を

展
開
し
て
い
ま
す
。
本
年
度
は
、
第
１
次
中
長
期

ビ
ジ
ョ
ン
の
３
年
目
に
当
た
り
ま
す
。

　
第
１
次
中
長
期
ビ
ジ
ョ
ン
に
基
づ
い
て
行
っ
て

き
た
学
科
改
組
や
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
編
成
に
お
い
て

は
、
時
代
の
変
化
と
社
会
の
要
請
に
対
応
し
、
独

自
性
を
発
展
的
に
実
現
す
る
た
め
、
２
０
２
１
年

度
の
経
営
学
部
情
報
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
学
科
新
設
に

続
き
、
本
年
度
は
理
工
学
部
の
教
育
課
程
新
編
と

し
て
生
物
科
学
科
と
食
環
境
学
科
を
発
展
的
に
統

合
し
ま
し
た
。
ま
た
、
機
械
工
学
科
と
情
報
電
子

工
学
科
で
は
学
科
横
断
型
の
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
や
Ｐ

Ｂ
Ｌ
型
授
業
を
取
り
入
れ
、
情
報
に
基
づ
い
て
モ

ノ
や
シ
ス
テ
ム
を
創
る
両
学
科
の
融
合
性
を
高
め

ま
し
た
。
人
間
学
部
で
は
、
人
間
文
化
学
科
で
コ

ー
ス
制
の
導
入
、
人
間
教
育
学
科
は
Ｉ
Ｃ
Ｔ
を
取

り
入
れ
た
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
改
定
を
進
め
ま
し
た
。

　
学
校
法
人
専
修
大
学
で
は
、『
専
修
大
学
・
石
巻

専
修
大
学
「
社
会
知
性
（Socio-Intelligence

）

の
開
発
」
推
進
募
金
』
に
つ
い
て
、
多
く
の
皆
さ

ま
か
ら
趣
旨
に
ご
理
解
を
い
た
だ
き
、
ご
協
力
を

賜
り
ま
し
た
。

　
な
お
、「
令
和
４
年

度
事
業
報
告
書
」
の

詳
細
は
公
式
Ｗ
Ｅ
Ｂ

ペ
ー
ジ
を
ご
覧
く
だ

さ
い
。

事
業
報
告
概
要

資
金
収
支
計
算
書

１

【
事
業
報
告
書
】


